
 

第24期 計算書類

自 2 0 2 3 年 4 月 1 日
至 2 0 2 4 年 3 月 31 日

トヨタファイナンシャルサービス株式会社



金 額 金 額

資産の部 負債の部

Ⅰ 流 動 資 産 ( 326,260 ) Ⅰ 流 動 負 債 （ 8,944 ）

7,171 6,588

11,850 2,356

303,390

3,848 Ⅱ 固 定 負 債 797

9,742

Ⅱ 固 定 資 産 （ 664,756 ) 純資産の部

１ 187 Ⅰ 株 主 資 本 ( 973,979 )

２ 13 １ 78,525

３ （ 664,554 ） ２ ( 78,525 )

27,083 78,525

314,225 ３ ( 816,929 )

208,734 ( 816,929 )

110,000 816,929

4,511

( 7,295 )

7,295

981,274

991,016 991,016

資 本 剰 余 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 本 準 備 金

資 産 合 計

そ の 他

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

貸借対照表

科 目 科 目

（単位：百万円）

(2024年3月31日現在）

有 形 固 定 資 産

負 債 合 計

現 金 及 び 預 金

関 係 会 社 長 期 預 け 金

投 資 有 価 証 券

無 形 固 定 資 産

売 掛 金

関 係 会 社 預 け 金

そ の 他

買 掛 金

そ の 他

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 金

投 資 そ の 他 の 資 産



233,943

22,984 256,927

12,359 12,359

244,567

19,053

225,514

856

402

406

331

42 2,038

10 10

　 227,542

194 194

1,196 1,196

226,540

6,269

△ 833 5,435

221,104

経 常 利 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 益

為 替 差 益

受 取 手 数 料

特 別 利 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息

損益計算書

関 係 会 社 支 払 手 数 料

関 係 会 社 受 取 手 数 料

（単位：百万円）

関 係 会 社 受 取 配 当 金

金 額

(自2023年4月1日　至2024年3月31日）

売 上 高

科 目

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価

そ の 他

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

受 取 配 当 金

営 業 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税及び事業税



（単位：百万円）

資本剰余金 利益剰余金

繰越利益
剰余金

当期首残高 78,525 78,525 724,325 881,375 △ 425 880,949

当期変動額

剰余金の配当 △ 128,501 △ 128,501 △ 128,501

当期純利益 221,104 221,104 221,104

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

7,720 7,720

当期変動額合計 -               -               92,603 92,603 7,720 100,324

当期末残高 78,525 78,525 816,929 973,979 7,295 981,274

株主資本合計
その他

有価証券
評価差額金

その他利益
剰余金

資本準備金

株主資本等変動計算書

(自2023年4月1日　至2024年3月31日）

株         主          資          本
評価・

換算差額等

純資産合計

資 本 金



個別注記表

※ 記載金額については、原則として百万円未満を切り捨てて表示しております。

【１．重要な会計方針に係る事項に関する注記】

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式・出資金及び関連会社株式・・・・・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法

その他有価証券

    市場価格のない株式等以外のもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法

      

    市場価格のない株式等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法

【２．貸借対照表に関する注記】

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 12,549 百万円

短期金銭債務 7,689 百万円

【３．損益計算書に関する注記】

関係会社との取引高

営業取引

売上高 256,927 百万円

売上原価・販売費及び一般管理費 24,148 百万円

営業取引以外の取引

営業外収益 554 百万円

評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定



【４．株主資本等変動計算書に関する注記】

（１） 当事業年度の末日における発行済株式の数　

普通株式　　　　1,570,500株

（２） 配当に関する事項

①配当金支払額

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

【５．税効果会計に関する注記】

（１） 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

無形固定資産償却超過額 5,176 百万円

関係会社株式評価損 4,679 百万円

繰延資産償却超過額 1,712 百万円

投資有価証券評価損 750 百万円

未払費用 261 百万円

退職給付引当金 231 百万円

関係会社出資金評価損 164 百万円

賞与引当金 105 百万円

その他 52 百万円

繰延税金資産小計 13,135 百万円

評価性引当額 △ 5,599 百万円

繰延税金資産合計 7,535 百万円

繰延税金負債

連結法人間取引の損益の減算調整額 △ 45 百万円

その他有価証券評価差額金 △ 3,216 百万円

繰延税金負債合計 △ 3,262 百万円

繰延税金資産（△負債）の純額 4,273 百万円

（２） 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報
告第42号　2021年8月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を
行っております。

効力発生日株式の種類

2023年6月29日81,822               128,501                  
2023年6月28日

決議 基準日

2023年3月31日

1株当たり配当額
（円）

配当金の総額
（百万円）

定時株主総会
普通株式

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）
1株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2024年6月27日

定時株主総会
普通株式 2024年3月31日 2024年6月28日繰越利益剰余金 135,264                86,128              



【６．金融商品に関する注記】

（１） 金融商品の状況に関する事項

（２） 金融商品の時価等に関する事項

① 投資有価証券

その他有価証券

② 関係会社株式 1,580 百万円 73,709 百万円 72,128   百万円

③ 関係会社長期預け金 110,000 百万円 109,461 百万円 △ 538 百万円

（注1）　時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。

　 レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価額により算定した時価
　 レベル2の時価： レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　 レベル3の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、
時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　投資有価証券、及び②　関係会社株式
　 上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を
　 レベル1の時価に分類しております。

③　関係会社長期預け金
　 これらの時価は、一定の期間ごとに区分した預け金ごとに、預け金額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に
　 割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

（注2）　市場価格のない株式等

その他有価証券

非上場株式

関係会社株式 百万円

関係会社出資金 百万円208,734                 

312,644                 

区分 貸借対照表計上額

8,623                     百万円

　関係会社株式、関係会社出資金は、定期的に発行体の財政状態を確認しております。
　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については定期的に時価の把握を行っており、非上場株式については、定期的に発
行体の財政状態を確認しております。
　余剰資金の運用は主に関係会社への預け金で行っております。

　2024年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式
等は、次表に含まれておりません（（注2）参照）。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、関係会社預け金は短期間で
決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

貸借対照表計上額 (*) 時価 (*) 差額

百万円18,459 百万円 18,459 百万円 -          



【７．関連当事者との取引に関する注記】

(1)親会社

会社等の名称 所在地

議決権等
の所有

（被所有）
割合

303,390 百万円

110,000 百万円

402 百万円 - 百万円

12,359 百万円 6,588 百万円

1． 取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1） 市場金利及び市場レートを勘案して、合理的に決定しております。

（注2） 取引の実態を明瞭に開示するため、取引金額は純額表示としております。

（注3）

(2)子会社及び関連会社等

会社等の名称 所在地

議決権等
の所有

（被所有）
割合

11,023 百万円 - 百万円

KINTOﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ
㈱

愛知県
名古屋市

所有
直接
100％

8,868 百万円 - 百万円

1． 取引条件及び取引条件の決定方針等

【８．１株当たり情報に関する注記】

（１） １株当たり純資産額 46 銭

（２） １株当たり当期純利益金額 31 銭

種　類
関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 トヨタ自動車㈱
愛知県
豊田市

被所有
直接
100％

資金の預入
役員の兼任  利息等の受取

（注1)
-

信用供与料の
支払　（注3）

買掛金

資金の預入
（注1）(注2)

76,310 百万円

 関係会社
預け金

 関係会社
長期預け金

信用供与料の支払については、当社から信用供与を提供している子会社の社債・コマーシャルペーパーの残高に対し、

市場実勢を勘案して合理的に決定した料率を乗じて決定しております。

種　類
関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

ﾄﾖﾀ ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ
ｻｰﾋﾞｽ ｲﾝﾃﾞｨｱ㈱

インド
所有
直接
100％

-
増資の引受

(注1)
 -

役員の兼任
業務委託費用
の支払 (注2)

 -

624,816 円

140,786 円

（注2） 業務委託契約については、一般取引と同様に決定しております。

（注1） 増資の引受については、各子会社の行った増資を引き受けたものであります。


